
 

世帯の主たる生計維持者の所得・収入状況表 

１ 主たる生計維持者 

氏  名 渋谷 太郎 

  

２ 令和３年中における世帯の主たる生計維持者の事業収入等の確定額・見込み額 

 給与収入 営業収入 不動産収入 

 確定・見込の別 
どちらかに
〇 

収入金額 
確定・見込の別 
どちらかに
〇 

収入金額 
確定・見込の別 
どちらかに
〇 

収入金額 

令和３年 1 月 確定・見込 円 確定・見込 400,000円 確定・見込 200,000円 

令和３年 2 月 確定・見込 円 確定・見込 300,000円 確定・見込 200,000円 

令和３年 3 月 確定・見込 円 確定・見込 100,000円 確定・見込 100,000円 

令和３年 4 月 確定・見込 円 確定・見込 50,000円 確定・見込 50,000円 

令和３年 5月 確定・見込 円 確定・見込 50,000円 確定・見込 50,000円 

令和３年 6月 確定・見込 円 確定・見込 90,000円 確定・見込 50,000円 

令和３年 7月 確定・見込 円 確定・見込 150,000円 確定・見込 50,000円 

令和３年 8月 確定・見込 円 確定・見込 250,000円 確定・見込 50,000円 

令和３年 9月 確定・見込 円 確定・見込 250,000円 確定・見込 150,000円 

  
 略  

 
 

令和３年１2 月 確定・見込 円 確定・見込 250,000円 確定・見込 150,000円 

保険金、損害賠償等 円 0円 0円 

合計 ○ア 円 ○イ     2,300,000円 ○ウ     1,450,000円 

 

３ 令和２年中の収入 

 給与収入 営業収入 不動産収入 
 ○エ 円 ○オ      4,800,000円 ○カ           2,400,000円 

 

４ 令和２年中に対する令和３年中収入の割合 

 太枠内○キ○ク○ケのいずれかが 70％以下の場合、減免要件の「給与・事業・不動産・山林収入のいずれかが

令和２年と比較して 30％以上減少する」に該当します。 

     令和３年中収入   ／     令和２年中収入      × 100(％)＝ 割合 
(小数点以下切り上げ) 

給与収入 ○ア             円 ／ ○エ              円 × 100  = ○キ           ％ 

営業収入 ○イ    2,300,000         円 ／ ○オ     4,800,000 円 × 100  = ○ク     48   ％ 

不動産収入 ○ウ    1,450,000   円 ／ ○カ     2,400,000  円 × 100  = ○ケ     61   ％ 

 

 

 

 

 

 

申請書 B 

別記標準様式② 

主たる生計維持者の、令和２年

と比べ 3/10以上減少する見込

の事業収入等について記載しま

す。減少が見込まれないものは

記載しません。 

上記で記載した○ア～○カを転記します。○キ○ク○ケのいずれかが 70％以下

の場合、減免要件の「給与・事業・不動産・山林収入のいずれかが

令和２年と比較して 30％以上減少する」に該当します。 

世帯の主たる生計維持者の所得・収入状況表記入例 



５ 事業収入等の減少の理由  

   

 

飲食店の経営と家賃収入。  

コロナの影響により来客数が減少。緊急事態宣言解除後、徐々に来客は増えているが、  

今までどおりにはなっていない。  

家賃収入は貸し手が倒産。一部については新しい貸し手が見つかり、秋頃から収入は 

少し回復予定。 

 

 

 

 

 

 

６ 必要書類チェック表（チェック欄に✓を入れてください。） 

共通書類と該当するいずれかの書類をご提出ください。 

なお、例示は参考ですので、内容が足りていればその他の書類でも構いません。 
チェック欄 備考 

共
通 

新型コロナウイルス感染症に関する後期高齢者医療保険料減免申請書（ 申請書 A ） □ ※１ 

世帯の主たる生計維持者の所得・収入状況表（ 申請書 B ） □ 

※２ 令和２年中の事業収入等の額が確認できる書類 

  例：確定申告書、源泉徴収票などのコピー 
□ 

世帯の主たる生計維持者の各種給付金等についての申告書（ 申告書 ） □ 

※２ 令和２年中に課税対象の給付金等を受給したことが確認できる書類 

  例：持続化給付金振込のお知らせのハガキなどのコピー 
□ 

該
当
す
る
い
ず
れ
か
の
も
の
の
コ
ピ
ー 

廃業により収入

が減少した場合 

事業を廃止したことが確認できる書類 

  例：廃業届、閉鎖事項全部証明書など 
□ 

※２ 

令和３年の営業収入等を確認できる書類 

  例：損益計算書、売上台帳など 
□ 

失業により収入

が減少した場合 

失業したことが確認できる書類 

  例：離職票、会社の離職証明書など 
□ 

令和３年の給与収入を確認できる書類 

  例：給与明細、源泉徴収票など 
□ 

廃業・失業以外で

収入が減少した

場合 

【給与収入が減少】 
令和３年の給与収入が確認できる書類 

  例：給与明細など 
□ 

【営業収入が減少】 
令和３年の営業収入が確認できる書類 

  例：損益計算書、売上台帳など 
□ 

【不動産収入が減少】 
令和３年の不動産収入が確認できる書類 

  例：家賃送金明細など 
□ 

※１…被保険者１人につき１枚ご提出ください。 

※２…同じ世帯で２人以上の方が申請される場合は１部のご提出で構いません。 

表面に記載した事業収入等の令和３年中の収入見込

み額が減少する理由を記載します。業種や状況を簡

潔に記載してください。 


